
　緊急地震速報利用者協議会（会長：福和伸夫名古屋大学名誉教授）は、
緊急地震速報の特性を正しく理解し、地震災害の軽減に混乱なく有効
な活用を図るため、緊急地震速報の提供に係る気象庁からの情報収集、
緊急地震速報の住民等への伝達手段や利活用方策についての情報交換
及び緊急地震速報に関する気象庁に対する要望事項についての提言等
を行うことを目的とし、平成 18 年 12 月 8 日に設立され、現在の会員数
は87となっています（令和6年6月1日現在）。
　講演会、展示会、被災地支援などの活動をはじめとして、緊急地震
速報の利用促進を通じて地震災害の軽減に向けた取り組みを行ってい
ます。
　本協議会へのご加入等につきましては、ホームページをご覧ください。
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地震や津波による被害
下の表は明治以降、我が国で死者・行方不明者が100名以上発生した地震です。

日本全国で大きな被害を伴う地震が繰り返し発生していることがわかります。
また、平成 8年から令和 6年までの約30年間に発生した死者・行方不明者を
伴った地震は、23件（東北地方太平洋沖地震を除く）、負傷者を含む人的被害の
あった地震は、200件近くもあり、地震にともなう最大震度は 4から 7の広い範
囲にわたっています。人的被害は伴わないが、物的被害が発生した地震はさら
に数多く発生しており、日本列島周辺では、いつどこで地震が発生してもおか
しくない状態です。いつ発生するかわからない地震に対して生命と財産を守る
ために、常日頃から地震に対する知識を習得し、十分な対策を講じることが大
切です。

地震や津波による被害

死者・行方不明者が l00名以上発生した地震（明治以降）
発生年月日 地震名 マグニチュード 震度 死者・不明者

明治 5（1872）年 3月14日 浜田地震 7.1 不明 555
日82月01年）1981（42治明 濃尾地震 8.0 （ 6 ） 7,273
日22月01年）4981（72治明 庄内地震 7.0 （ 5 ） 726
日51月6年）6981（92治明 明治三陸地震 8.2 （2～3） 21,959
日13月8年）6981（92治明 陸羽地震 7.2 （ 5 ） 209
日1月9年）3291（21正大 関東地震 7.9 6 105,000余
日32月5年）5291（41正大 北但馬地震 6.8 6 428

昭和 2（1927）年 3月 7日 北丹後地震 7.3 6 2,912
昭和 5（1930）年11月26日 北伊豆地震 7.3 6 272
昭和 8（1933）年 3月 3日 昭和三陸地震 8.1 5 3,064

日01月9年）3491（81和昭 鳥取地震 7.2 6 1,083
日7月21年）4491（91和昭 東南海地震 7.9 6 1,183
日31月1年）5491（02和昭 三河地震 6.8 5 1,961
日12月21年）6491（12和昭 南海地震 8.0 5 1,443
日82月6年）8491（32和昭 福井地震 7.1 6 3,769
日32月5年）0691（53和昭 チリ地震津波 9.5 － 142
日62月5年）3891（85和昭 日本海中部地震 7.7 5 104

平成 5（1993）年 7月12日 北海道南西沖地震 7.8 5 230
平成 7（1955）年 1月17日 兵庫県南部地震 7.3 7 6,437

日11月3年）1102（32成平 東北地方太平洋沖地震 9.0 7 22,325
～日41月4年）6102（82成平 熊本地震 7.3 7 273

令和 6（2024）年 1月 1日 能登半島地震 7.6 7 465
東北地方太平洋沖地震の死者・行方不明者数は令和 6年 3月 8日現在、能登半島地震は
令和 6年11月26日現在。内閣府発表資料による。その他、気象庁HPによる。

震度階級 人の体感・行動
6弱 立っていることが困難になる。
6強
7

立っていることができず、はわないと動くことができない。揺れにほんろうされ、
動くこともできず、飛ばされることもある。

気象庁震度階級（気象庁ホームページから）




